
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成17年12月16日 

【中間会計期間】 第５期中（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

【会社名】 株式会社マッグガーデン 

【英訳名】 Ｍａｇ Ｇａｒｄｅｎ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ 

【代表者の役職氏名】 代表取締役  保坂 嘉弘 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区神田神保町二丁目１番地 

【電話番号】 ０３（５２２６）８８２１ 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長 鈴木 成康 

【最寄りの連絡場所】 

【電話番号】 

【事務連絡者氏名】  

東京都千代田区神田神保町二丁目１番地 

０３（５２２６）８８２１  

取締役管理部長 鈴木 成康  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第３期中、第４期及び第５期中は子会社及び関連会社が存在し

ないため記載しておりません。 

４．第４期中及び第５期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、１株当たり中間純損

失が計上されているため、記載しておりません。 

回次 第３期中 第４期中 第５期中 第３期 第４期 

会計期間 
自平成15年4月 1日 
至平成15年9月30日 

自平成16年4月 1日
至平成16年9月30日

自平成17年4月 1日
至平成17年9月30日

自平成15年4月 1日 
至平成16年3月31日 

自平成16年4月 1日
至平成17年3月31日

売上高（千円） 1,296,099 817,534 1,175,523 2,541,342 2,361,992 

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
31,310 △67,282 22,623 46,867 144,830 

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（千円） 
15,928 △40,309 △11,639 23,276 44,901 

持分法を適用した場合の投資利益又は

投資損失（△）（千円） 
－ △11,469 － △7,908 － 

資本金（千円） 438,871 451,871 451,871 449,121 451,871 

発行済株式総数（株） 12,269 12,789 12,789 12,679 12,789 

純資産額（千円） 771,975 765,248 838,820 800,028 850,459 

総資産額（千円） 1,951,310 1,876,378 2,326,387 2,082,937 2,362,543 

１株当たり純資産額（円） 62,920.78 59,836.46 65,589.20 63,098.68 66,499.33 

１株当たり中間（当期）純利益金額又

は中間純損失金額（△）（円） 
1,408.03 △3,163.25 △910.12 1,951.14 3,517.29 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額（円） 
1,340.05 － － 1,911.53 3,416.68 

１株当たり中間（年間）配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 39.6 40.8 36.1 38.4 36.0 

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△131,882 △247,210 25,763 △401,770 △295,680 

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
△41,917 △20,795 △95,102 △75,521 △174,396 

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円） 
309,459 105,299 219,140 628,557 285,740 

現金及び現金同等物の中間期末（期

末）残高（千円） 
341,434 194,335 322,505 357,041 172,704 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）(人) 

19 

( 1 ) 

24 

( － )

26 

( 2 ) 

25 

( 2 ) 

22 

( 4 )



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

   また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、その他の関係会社であった株式会社スクウェア・エニックスは保有する当社の株式を

すべて売却したため、その他の関係会社ではなくなりました。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者を（ ）外数で記載しております。 

(2)労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年9月30日現在

従業員数（人） 26（2） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

  当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績は、以下のとおりであります。  

  当社は、出版事業の安定的な収益の確保をめざし、主力のコミックス販売増加に努めてまいりました。アニメ

等の映像化においても、テレビアニメ化による読者層の拡大に伴う増販効果及び今後の映像事業展開も見据えて

積極的に取組んでまいりました。また、当社出版事業の主力となるコミックス（単行本）については、刊行数の

増加と各月の刊行スケジュールの平準化に努めてまいりました。  

 当上半期の業績は、出版事業の主力商品であるコミックス（単行本）を中心に堅調に推移し、売上高は1,175百

万円（前年同期比43.7％増加）となりました。売上原価については、テレビアニメ（「エレメンタルジェレイ

ド」）製作費用の償却及び製品在庫の将来廃棄に備えるための引当金繰入等により原価は増加しましたが、返品

調整引当金戻入後の差引売上総利益は365百万円（前年同期比63.9％増加）となりました。また、販売費及び一般

管理費が前年同期に比べ50百万円増加（主に、テレビアニメ放送提供料、倉庫料）し、営業利益は27百万円（前

年同期は△64百万円）、経常利益は22百万円（前年同期は△67百万円）となりました。さらに前期に計上しまし

た海外放映権に係る譲渡債権の貸倒れが確定したため、その残存債権額41百万円を特別損失に計上しました結

果、税引前中間純損失は18百万円となり、中間純損失11百万円となりました。 

 事業別の営業概況は以下のとおりであります。 

①出版事業 

 コミック誌は、定期刊行物「月刊コミックブレイド」６点及び「隔月刊コミックブレイドMASAMUNE」を３

点、臨時増刊号「ZEBEL」１点を発売しました。その結果、当売上高は99百万円（前年同期比15.5％増）となり

ました。 

 コミックス（単行本）は、43点（付録付「限定版」コミックス７点を含む）を発売し、テレビアニメ化作品

「エレメンタルジェレイド」、「ARIA」を中心に堅調に推移いたしました。その結果、売上高は885百万円（前

年同期比66.2％増）となりました。 

 その他の出版物としてイラスト集２点及びアニメ関連書籍等11点を発売した結果、当売上高は136百万円（前

年同期比26.6％増）となりました。 

②その他事業 

 諸作品の翻案使用、キャラクター商品化及び海外出版許諾に係るロイヤリティ収入は出版タイトルの増加に

伴い48百万円（前年同期比92.5％増）となりました。前年同期に計上しておりました出版共同事業に係る編集

業務受託料は同事業の解消（前第３四半期末）に伴い消滅したため、当売上高は54百万円（前年同期比40.4％

減）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間期末に比べ128百万円増加

し322百万円となりました。 

当中間会計期間におけるキャッシュ・フローの概要は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は25百万円（前年同期は△247百万円）となりまし

た。これは主に、売上債権、アニメ製作出資金の償却による減少及び未収入金の減少等による資金の増加254

百万円、法人税等の支払及び仕入債務の減少による資金減少123百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における投資活動の結果使用した資金は95百万円（前年同期は20百万円）となりました。

これは主に、アニメ製作委員会への出資額78百万円及び基幹システムの構築費用（ソフトウェア）16百万円

によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間における財務活動の結果得られた資金は219百万円（前年同期は105百万円）となりまし

た。これは主に、短期借入金の純増加170百万円及び信託受益権譲渡による収入49百万円によるものでありま

す。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間期の生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）1. 金額は販売価格によっております。 

2. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)受注状況 

当社は、見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

(3）販売実績 

当中間期の販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

（注）1. 金額は販売価格によっております。 

2. 主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

3. 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 生産高（千円） 前年同期比（％） 

出版事業 1,350,965 35.3 

 

コミック誌 140,425 △2.8 

コミックス 1,039,004 51.7 

その他 171,535 1.5 

合計 1,350,965 35.3 

事業部門 販売高（千円） 前年同期比（％） 

出版事業 1,120,864 54.4 

 

コミック誌 99,067 15.5 

コミックス 885,701 66.2 

その他 136,095 26.6 

その他事業 54,658 △40.4 

合計 1,175,523 43.7 

相手先 
当中間会計期間 前中間会計期間 

金額（千円） 割合(%) 金額（千円） 割合(%) 

日本出版販売㈱ 378,538 32.2 268,911 32.9 

㈱トーハン 345,798 29.4 217,865 26.6 



３【対処すべき課題】 

  当社は、事業の発展・拡大、安定的な収益を確保するための強固な経営基盤を確立することを目標として捉えて

おります。 

  当社出版事業においては、人気作品の有無による業績に与える影響が大きく、有力な作家及び作品を発掘してい

くこと、また人気作品を一時的な人気に終わらせることなく寿命の長い作品を生み出してゆくことが、安定的収益

を確保するための重要な課題となります。より多くの出版物を提供し、幅広い読者層に支持されることによる安定

した出版体制の確立を目指しております。中長期的には、作家の発掘・育成、人材の確保、内部管理体制等の充実

を図りつつ、以下の具体的課題に取組んでいきたいと考えております。 

  ①コミック誌ラインの拡充 

    平成16年11月及び平成17年７月に臨時増刊号を発売いたしました「ZEBEL」（女性向けファンタジーコミック

誌）を季刊等、定期刊行化してまいります。また、随時新たな読者層に向け臨時増刊号を企画・発売することによ

りコミック誌ラインの拡充を図ってまいります。 

  ②メディアコンプレックスの推進 

  ａ）当社作品のテレビアニメ化 

    コミック誌の拡充に伴うコンテンツの増加と並行し、今後の映像事業への展開を見据えてアニメ化・実写化を

積極的に実施してまいります。平成17年度上半期においては、「エレメンタルジェレイド」をテレビアニメ放映

し、平成17年度下半期においては、10月より「ARIA」を放映開始し、第４四半期に「びんちょうタン」、さらに

来年度上半期において２作品の放映開始を予定しております。また、新たに実写版として製作しました「僕と彼

女の×××」は、試写会も好評のうちに終了し、今後インターネット配信されることが決定しております。当期

以降においても年間３～４作品のアニメ化・実写化を予定しております。 

  ｂ）自社プロデュースによるオリジナルアニメ映像商品の製作・販売 

    既存コミックキャラクターの映像化の他に、自社プロデュースによるオリジナルアニメ製作による映像商品化

を推進し、新事業としての体制を構築してまいります。 

  ③キャラクターグッズの製作・販売事業の拡大 

    当社キャラクターのフィギュアについては、主にコミックス限定版付録として販売してまいりましたが、今後は

フィギュア商品を中心としたキャラクターグッズの製作・販売を他社とのアライアンスにより事業化してまいりま

す。 

  ④海外展開の活発化 

    海外出版許諾に加え、映像・グッズ等の海外展開を行ってまいります。 

  ⑤作家を発掘・育成する体制の整備 

    全国から優秀な人材をスカウト・育成する体制を構築するため、コミック誌上での作品募集、地域でのオーディ

ションの開催等行ってまいりました。今後は、更に確固たる体制整備のために、コミックスクール開設を検討して

おります。 

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）提出日現在発行数には、平成17年12月１日以降のストック・オプション（新株引受権及び新株予約権）の権利 

   行使により発行されたものは含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

①旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権（ストック・オプション）に関する事項は、次のとおりであ 

 ります。 

（平成13年10月20日臨時株主総会決議） 

（注）１．株式分割および時価を下回る価額による新株の発行が行われる場合は、次の算式により発行価額を調整し、 

     調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

２．主な新株引受権の行使条件及び譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

（1）対象者として新株引受権を付与された者は、新株引受権行使時においても、当社の取締役または従業員

であることを要する。 

（2）新株引受権の譲渡、質入その他の処分及び相続は認めない。 

（3）その他細目については、本総会決議及び今後の取締役会決議に基づき、当社と対象取締役・従業員との

間で締結する新株発行請求権付与契約による。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 50,000 

計 50,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成17年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成17年12月16日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 12,789 12,789 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 12,789 12,789 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 195 195 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1株当たり50,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年5月 1日から 

平成21年4月30日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  50,000 

資本組入額 25,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注）２ （注）２ 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）２ （注）２ 

調整後 

行 使 

価 額 

＝ 
（既発行株式数×調整前行使価額）＋（増加株式数×1株当たり払込金額） 

既発行株式数＋新規発行・分割による増加株式数 



②旧新株引受権付社債に関する事項は、次のとおりであります。 

新株引受権付社債（平成13年11月５日発行） 

（注）商法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（平成13年法律第129号）第19条第2項の 

   規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債であります。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(4）【大株主の状況】 

（注）前事業年度末現在主要株主であった株式会社スクウェア・エニックスは、当中間期末では主要株主ではなくなり

ました。 

 
中間会計期間末現在 
（平成17年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成17年11月30日） 

新株引受権の残高（千円） 11,000 11,000 

発行価格（円） 50,000 50,000 

資本組入額（円） 25,000 25,000 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月 1日～

平成17年9月30日 
－ 12,789 － 451,871 － 396,560 

  平成17年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

保坂 嘉弘 東京都八王子市館町１８７９－４５ 3,010 23.53 

掘江 満 東京都中央区日本橋兜町９―１１ 915 7.15 

株式会社ＩＭＡＧＩＣＡ 東京都品川区東五反田２丁目１４－１ 525 4.10 

立花証券株式会社 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目１３

－１４ 
486 3.80 

大和証券エスエムビーシー株式会社 東京都千代田区丸の内１丁目８－１ 480 3.75 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４－６ 431 3.37 

株式会社アニメイト 東京都豊島区東池袋３丁目２－１ 400 3.12 

オリックス証券株式会社 
東京都中央区日本橋人形町１丁目３－

８ 
354 2.76 

高見 真一 東京都港区六本木６丁目１２－３ 320 2.50 

株式会社ティー・ワイ・オー 東京都品川区上大崎２丁目２１－７ 300 2.34 

計 － 7,221 56.46 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年9月30日現在 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

平成17年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ―――  ―――  ―――  

議決権制限株式（自己株式等） ―――  ―――  ―――  

議決権制限株式（その他） ―――  ―――  ―――  

完全議決権株式（自己株式等） ―――  ―――  ―――  

完全議決権株式（その他） 普通株式 12,789 12,789 ―――  

端株 ―――  ―――  ―――  

発行済株式数 12,789 ―――  ―――  

総株主の議決権 ―――  12,789 ―――  

所有者の氏名又は

名称 
所有者の住所 

自己名義所有株式

数（株） 

他人名義所有株式

数（株） 

 所有株式数の合計

（株） 

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％） 

 ―――  － － － － － 

計 － － － － － 

月別 平成17年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 609,000 409,000 425,000 480,000 377,000 443,000 

最低（円） 383,000 355,000 360,000 329,000 301,000 340,000 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   194,335   322,505 172,704   

２．受取手形   －   － 1,470   

３．売掛金   1,044,182   1,523,618 1,642,758   

４．たな卸資産   310,517   322,819 297,500   

５．その他 ※2 138,822   49,971 42,118   

貸倒引当金   △767   △1,102 △1,244   

流動資産合計     1,687,091 89.9 2,217,812 95.3   2,155,307 91.2

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※1 6,927   4,859 5,271   

２．無形固定資産   －   16,180 －   

３．投資その他の資 
  産 

          

 （1）出資金   149,600   10,500 98,280   

 （2）その他   32,759   77,035 144,684   

       貸倒引当金   －   － △41,000   

固定資産合計     189,287 10.1 108,575 4.7   207,235 8.8

資産合計     1,876,378 100.0 2,326,387 100.0   2,362,543 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．買掛金   254,153   362,656 409,778   

２．短期借入金   580,000   900,000 730,000   

３．未払金   188,295   68,875 148,496   

４．返品調整引当金   76,371   109,577 117,895   

５．その他 ※2 12,310   46,458 105,913   

流動負債合計     1,111,130 59.2 1,487,567 63.9   1,512,083 64.0

負債合計     1,111,130 59.2 1,487,567 63.9   1,512,083 64.0

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     451,871 24.1 451,871 19.4   451,871 19.1

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   396,560   396,560 396,560   

資本剰余金合計     396,560 21.1 396,560 17.1   396,560 16.8

Ⅲ 利益剰余金           

１．当期未処分利益
又は中間未処理
損失（△） 

  △83,182   △9,610 2,028   

利益剰余金合計     △83,182 △4.4 △9,610 △0.4   2,028 0.1

資本合計     765,248 40.8 838,820 36.1   850,459 36.0

負債資本合計     1,876,378 100.0 2,326,387 100.0   2,362,543 100.0 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     817,534 100.0 1,175,523 100.0   2,361,992 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※5   593,244 72.6 817,916 69.6   1,537,823 65.1

売上総利益     224,290 27.4 357,607 30.4   824,168 34.9

返品調整引当金繰入
額又は戻入額（△） 

    1,032 0.1 △8,318 △0.7   42,556 1.8

差引売上総利益     223,258 27.3 365,925 31.1   781,612 33.1

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※5   287,911 35.2 338,390 28.8   629,836 26.6

営業利益又は営業
損失（△） 

    △64,652 △7.9 27,534 2.3   151,776 6.4

Ⅳ 営業外収益 ※1   1,095 0.1 1,206 0.1   1,643 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※2   3,725 0.4 6,117 0.5   8,588 0.3

経常利益又は経常
損失（△） 

    △67,282 △8.2 22,623 1.9   144,830 6.1

Ⅵ 特別利益 ※3   286 0.0 142 0.0   － －

Ⅶ 特別損失 ※4   － － 41,000 3.5   66,750 2.8

税引前当期純利益
又は税引前中間純
損失（△） 

    △66,996 △8.2 △18,234 △1.6   78,080 3.3

法人税、住民税及
び事業税 

  145   10,866 72,986   

法人税等調整額   △26,832 △26,687 △3.3 △17,462 △6,595 △0.6 △39,808 33,178 1.4

当期純利益又は中
間純損失（△） 

    △40,309 △4.9 △11,639 △1.0   44,901 1.9

前期繰越利益又は
繰越損失（△） 

    △42,872 2,028   △42,872 

当期未処分利益又
は中間未処理損失
（△） 

    △83,182 △9,610   2,028 

           



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日）

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

税引前当期純利益又は
中間純損失（△） 

△66,996 △18,234 78,080

減価償却費 1,371 793 2,760

長期前払費用償却 10,304 501 11,421

貸倒引当金の増減額
（△減少） 

△286 △41,142 41,191

返品調整引当金の増減
額（△減少） 

1,032 △8,318 42,556

受取利息 △1 △1 △3

支払利息 3,518 6,117 8,388

有形固定資産除却損  － － 549

出資金償却  － 49,140 －

売上債権の増減額（△
増加） 

379,620 123,154 △206,585

たな卸資産の増減額
（△増加） 

△127,643 △25,318 △114,626

 未収消費税等の増減額
（△増加） 

△8,782 － －

仕入債務の増減額（△
減少） 

△450,099 △46,841 △231,437

未払金の増減額（△減
少） 

△14,096 △9,779 18,648

未払消費税等の増減額
（△減少） 

△3,409 1,632 △1,726

その他 32,258 77,685 65,110

小計 △243,209 109,390 △285,673

利息の受取額 1 1 3

利息の支払額 △3,713 △6,580 △9,720

法人税等の支払額 △290 △77,047 △290

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△247,210 25,763 △295,680

 



  
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日）

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日）

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

有形固定資産の取得に
よる支出 

△795 △382 △1,076

無形固定資産の取得に
よる支出 

－ △16,180 －

関係会社株式売却によ
る収入 

－ － 4,000

出資金の支払額 △20,000 △78,540 △177,320

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

△20,795 △95,102 △174,396

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

短期借入金の純増減額
（減少△） 

－ 170,000 －

短期借入れによる収入 230,000 － 1,210,000

短期借入金の返済によ
る支出 

△130,000 － △960,000

信託受益権の譲渡によ
る収入 

－ 49,140 30,240

株式の発行による収入 5,299 － 5,500

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

105,299 219,140 285,740

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額（△減少） 

△162,705 149,800 △184,336

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

357,041 172,704 357,041

Ⅵ 現金及び現金同等物の中
間期末（期末）残高 

※ 194,335 322,505 172,704

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

１．資産の評価基準及び評価 

 方法 

 (1)有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法を

採用しております。 

 (1)   ─────― 

  

  

 (1)   ─────― 

  

  

 (2)たな卸資産 

①製品 

総平均法による原価法 

 (2)たな卸資産 

①製品 

同左  

 (2)たな卸資産 

①製品 

同左  

 ②仕掛品 

総平均法による原価法 

②仕掛品 

同左  

②仕掛品 

同左  

 ③貯蔵品 

最終仕入原価法 

③  ─────― 

  

③  ─────― 

  

２．固定資産の減価償却の方 

 法 

(1)有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、取得原価が10万円以上

20万円未満の少額資産について

は、３年間均等償却によってお

ります。 

(1)有形固定資産 

同左 

  

(1)有形固定資産 

同左  

  

  主な耐用年数は、次のとおり

であります。 

建物付属設備 15年 

工具器具備品 3～8年 

  

 (2)長期前払費用 

 定額法によっております。 

(2)長期前払費用 

同左 

(2)長期前払費用  

 同左 

３．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

(1)   ─────― (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。  

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金  

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し回収不能

見込み額を計上しております。 

(1)貸倒引当金  

同左 

(1)貸倒引当金   

同左 

 (2)返品調整引当金 

 将来の返品による損失に備え

るため、過去の返品率等を勘案

し、返品損失見込み額を計上し

ております。  

(2)返品調整引当金 

同左 

(2)返品調整引当金 

同左 

５．外貨建の資産及び負債の 

  本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間期

末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同左 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 ６．リース取引の処理方法 ─────―  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。  

─────― 

７．中間キャッシュ・フロー 

計算書（キャッシュ・フ 

ロー計算書）における資

金の範囲 

手許現金、随時引出し可能な預金

からなっております。  

同左 同左 

８．その他中間財務諸表（財 

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

表示方法の変更 

前中間会計期間 

（自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日） 

─────― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。これによ

る損益に与える影響はありません。 

─────― 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

（中間貸借対照表） 

 「出資金」は、前中間期まで、「投資その他の資産」に含めて表

示しておりましたが、当中間会計期間末において資産の総額の100分

の５を超えたため区分掲記しました。 

 なお、前中間会計期間末の「出資金」の金額は20,475千円であり

ます。 

―――――― 

  

―――――― 

  

 （中間キャッシュ・フロー計算書） 

  前中間会計期間において区分掲記しておりました財務活動による

キャッシュ・フローの「短期借入れによる収入」（当中間会計期間

1,790,000千円）及び「短期借入金の返済による支出」（当中間会計

期間△1,620,000千円）については、期間が短く、かつ回転が速い項

目であるため、当中間会計期間より財務活動によるキャッシュ・フ

ローの「短期借入金の純増減額」として表示しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度末 
（平成17年3月31日） 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 

5,636千円      4,384千円      3,590千円

※2 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

※2 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺の上、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※2 ――――― 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※1 営業外収益のうち主なもの ※1 営業外収益のうち主なもの ※1 営業外収益のうち主なもの 

古紙売却収入 599千円 為替差益    796千円 古紙売却収入    933千円

※2 営業外費用のうち主なもの ※2 営業外費用のうち主なもの ※2 営業外費用のうち主なもの 

支払利息 3,518千円

   

支払利息      6,117千円

   

支払利息      8,388千円

   

※3 特別利益のうち主なもの ※3 特別利益のうち主なもの ※3 ―――――  

貸倒引当金戻入益 286千円 貸倒引当金戻入益    142千円    

※4 ―――――  ※4 特別損失のうち主なもの ※4 特別損失のうち主なもの 

   貸倒損失  41,000千円 貸倒引当金繰入額  41,000千円

関係会社整理損 25,201千円

※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 

有形固定資産 1,371千円 有形固定資産      793千円 有形固定資産 2,760千円

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関

係 

（平成16年9月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 194,335

現金及び現金同等物 194,335

（平成17年9月30日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 322,505

現金及び現金同等物 322,505

（平成17年3月31日現在）

（千円）

現金及び預金勘定 172,704

現金及び現金同等物 172,704



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日） 

―――――― １．リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

―――――― 

 

 
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

 器具及び備品 3,031 90 2,940 

 ソフトウェア 2,054 42 2,011 

合計 5,085 133 4,951 

 

 (2）未経過リース料中間期末残高相当額等  

  未経過リース料中間期末残高相当額 

 

  １年以内 1,243千円 

 １年超 3,712千円 

合計 4,955千円  

 

 (3）支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

 

 支払リース料  137千円 

減価償却費相当額 133千円 

支払利息相当額 8千円 

 

 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

 

 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

 



（有価証券関係） 

前中間期 （自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間期 （自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

該当事項はありません。 

（デリバティブ関係） 

前中間期 （自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

該当事項はありません。 

当中間期 （自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間期 （自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

（注）持分法を適用した場合の投資損失の金額が投資を上回っているのは、投資持分負担に応じて全額損益を分配 

   する取決めによるものであります。 

当中間期 （自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 株式会社ポプラ社との共同事業解消に伴い、合弁で設立した㈱ビープラスの全株式を同社に譲渡しております。従

って、当事業年度において該当事項はありません。なお、これに伴う関係会社整理損失は25,201千円を特別損失に計

上しております。 

関係会社に対する投資の金額（千円） 4,000 

持分法を適用した場合の投資の金額（千円） － 

持分法を適用した場合の投資損失金額（千円） 11,469 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり当期純利益金額又は中間純損失金額（△）及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日） 

1株当たり純資産額 59,836.46円

1株当たり中間純損失
金額 

3,163.25円

  潜在株式調整後1株当たり中間純
利益については、1株当たり中間純
損失が計上されているため、記載し
ておりません。 

1株当たり純資産額  65,589.20円

1株当たり中間純損失
金額 

   910.12円

 同左 

1株当たり純資産額 66,499.33円

1株当たり当期純利益
金額 

3,517.29円

潜在株式調整後1株当
たり当期純利益金額 

3,416.68円

 
前中間会計期間 

(自 平成16年4月 1日 
至 平成16年9月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年4月 1日 
至 平成17年9月30日)

前事業年度 
(自 平成16年4月 1日 
至 平成17年3月31日)

当期純利益又は中間純損失（△）

（千円） 
△40,309 △11,639 44,901 

普通株主に帰属しない金額（千円） ――― ――― ――― 

普通株式に係る当期純利益又は中間

純損失（△）（千円） 
△40,309 △11,639 44,901 

期中平均株式数（株） 12,743 12,789 12,765 

潜在株式調整後1株当たり中間（当

期）純利益（千円） 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） ――― ――― ――― 

（うち支払利息(税額相当額控除

後)） 
――― ――― ――― 

普通株式増加数（株） ――― ――― 375 

（うち新株予約権付社債）（株）   ―――  ――― 201 

（うち新株予約権）（株） ――― ――― 174 

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後1株当たり中間（当期）純利

益の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

――― ――― ――― 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(１）有価証券報告書及びその添付書類 

     事業年度（第４期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月28日関東財務局長に提出   

  

(２）臨時報告書 

    平成17年９月12日に関東財務局長に提出     

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（親会社及び主要株主

の異動）に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１６年１２月１７日

株式会社マッグガーデン    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 永田 高士 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木村 研一 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マッグガーデンの平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４期事業年度の中間会計期間（平成１６年

４月１日から平成１６年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マッグガーデンの平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年１２月１６日

株式会社マッグガーデン    

 取締役会 御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 永田 高士 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 木村 研一 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式

会社マッグガーデンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社マッグガーデンの平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成 

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示し

ているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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